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数馬誠司・株式会社かずまふぁーむ
◆代表者・所在地
数馬 誠司 石川県白山市

◆設立
令和６年11月

◆経営規模
水稲 17ha、大豆 ５ha、大麦 ５ha、作業請負 150ha

◆従業員数
役員３名、正社員１名、パート・アルバイト２名

◆事業内容
水稲を主体に、大豆、大麦の生産とドローン防除請負の複合経営
に取り組む。

北陸に適した柔軟で持続性のある経営を目指して

代表の数馬誠司氏

相談者が農業経営を行う地域は水田地帯であり、地域

の担い手の高齢化が進み農家戸数は減少している。

そのため、将来的に地域の農地を担っていくことを踏まえ、

農地の受け皿となる法人を設立し、従業員の雇用など、

規模拡大に備えていきたいと考えていた。

補助事業等で日頃付き合いのある市職員、普及指導

員からの紹介により、農業経営・就農支援センターへ相談

した。

■支援チームによる支援計画の策定
まずは法人設立に向け、中長期計画の見直しや、定款

作成、登記申請手続き等について支援が必要であることか

ら、支援チームを編成し、支援計画等を策定した。

支援チーム構成員：

税理士、司法書士、社会保険労務士、ＪＡ職員、市職

員、普及指導員、農業経営・就農支援センター専属スタッフ

地域の担い手の高齢化により、農地集積が見込まれ、

将来に備え、従業員の雇用や福利厚生・社会保障の充

実、農業以外の業務の拡充などを考えている。このため、

令和６年度中の法人化を目指しており、農事組合法人・

株式会社など法人形態の選択、登記に必要な書類整備

等、最適な法人設立の進め方について教えてほしい。

また、法人化や規模拡大に伴う税制対策、社会保険の

整備、個人から法人への財産引継ぎなどについてもアドバ

イスがほしい。

■専門家派遣を通じた助言の実施
支援チームが中心となり、支援計画に基づき、設立後の

具体的な５ヶ年の収支計画、設備・機械の更新計画等

の作成支援、将来の経営方針の見える化等、説明や助

言を行った。

また具体的な手続きについて、相談者との意見交換、疑

問点の整理を行い、チーム内の各種専門家と調整し、司

法書士や税理士等専門家派遣による支援を行った。

・税務会計の助言（税理士）
法人化に伴う、個人事業からの財産引継ぎや、各種税

務申告手続きの変更に関する助言を行った。

・定款等作成の助言（司法書士）
法人化に向けた定款作成や登記申請書類の作成等の

助言を行った。

・社会保険の整備、社内規定の策定支援
（社会保険労務士）
法人設立後の社会保険整備（医療保険、厚生年金、

労働保険など）、および各種社内規定（就業規則等）

について、助言を行った。
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意欲的に経営改善に取り組む農業者や雇用就農者及び就農希望者等を対象に、農業経営の法人化相談、経営分析・

診断、専門家派遣、農業経営、新規就農及び雇用就農に関する相談会や研修会等を実施している。

経営・就農相談窓口外観
（石川県地場産業振興センター新館）

組織概要

■相談窓口
【経営相談】
住 所：石川県金沢市鞍月２丁目20番地
住 所：石川県地場産業振興センター新館４階

公益財団法人 いしかわ農業総合支援機構

電話番号：０７６－２２５－７６２１

受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
受付時間：９：30～12：00 13：00～17：00

■支援を受けて・・・
令和６年11月に「株式会社かずまふぁーむ」を設立、役

員３名、株主２名の組織構成で、令和７年１月に法人

としての経営をスタートした。

喜びの声

相談時、何もわからない中で、直接会って意見交換する

形で法人化することのハードルを教えてもらい、具体的な話

も聞けて頭の整理ができて良かったです。

法人化後も、従業員のための社会保険の整備等相談に

乗ってもらえ大変助かりました。

相談者は、地域の農地集積状況を踏まえ、現在の人員

体制では今後厳しくなると考え、今のうちに良い人材を確

保し、定着するよう、法人化に向け強い思いで取り組みま

した。

また、所有するドローンを活用した病害虫防除の受託や、

冬場の除雪等、地域からの依頼を受けて実施しており、地

域にとって無くてはならない存在となっています。

地域の重要な担い手であり、今後も支援チームとして、

継続的に支援していきたいと思います。

専属スタッフ所感

ドローン防除

■今後の展開
地域農業の担い手として、営農に取り組むとともに、農業

以外の業務（ドローン空撮、冬季の除雪作業等）の拡

充に取り組み、年間を通した安定した収入の確保と経営

の安定化を図り、北陸に適した柔軟で持続性のある経営

を目指す。

また、経営主の右腕となる従業員を育てられるよう、所得

の向上と法人として働きやすい組織づくりを目指す。

＜支援機関＞いしかわ農業経営・就農支援センター

支援後に関する写真や図表

支援を受けた後の経営状況４
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